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○山井委員 短い二十五分間ですので、田村大臣、赤石次長、端的に御答弁をお願いしたいと思います。 

 まず最初に、田村大臣に総論としてお伺いしますが、どう考えても、成長戦略として、こういう残業代ゼロ制度

の導入というのは私はおかしいと思います。長時間労働はふえますし、残業代がなくなれば賃金は下がるかもし

れない。今やるべきは、残業代ゼロではなくて、過労死ゼロということをやるべきときなんじゃないでしょうか。 

 その意味では、成長戦略にこのような残業代ゼロ制度を入れるということは私はぜひ撤回すべきだと思います

し、閣議決定のときには、当然、成長戦略ですから田村大臣も御出席されると思いますが、体を張ってでも、席を

蹴ってでも、このような残業代ゼロ制度を成長戦略に入れることについては阻止をしてほしいと思います。 

 田村大臣、いかがですか。 

○田村国務大臣 残業代ゼロというのは、ちょっと私は理解できていません。 

 もっとも、産業競争力会議でも残業代ゼロなんという議論はしていないわけでありまして、成果を評価すると

いうことは、そもそも残業代というような概念がないわけでありまして、正当な成果を評価するわけであります。

でありますから、成果を評価する働き方として今提案がなされているというものは、残業代とは余り関係ない。 

 それから、私は前から言っているとおり、時間でしかはかれないような労働、そういうものに関しては、やはり

時間ではかるような中において労働法制の中で対応していくのが筋ではないんですかという主張をさせていただ

いておりますので、これからもそのような主張をさせていただきたいというふうに思います。 

○山井委員 田村大臣、ということは、今産業競争力会議で議論している内容は、ホワイトカラーエグゼンプシ

ョンと言われるものでもないんですか、ホワイトカラーエグゼンプションを議論されているんですか。 

○田村国務大臣 産業競争力会議の中では、ホワイトカラーエグゼンプションという言葉は使っておりませんの

で、ホワイトカラーエグゼンプション、これは総理も、前回、第一次安倍内閣のときにそういう話がございました

が、そういうものは念頭に置いていないとおっしゃっておられますので、委員が思っておられるようなホワイト

カラーエグゼンプションというものではないというふうに理解をいたしております。 

○山井委員 先ほど、残業代はゼロでないということですが、では、今回の産業競争力会議で議論されているこ

とが制度化された暁には、その対象者にも残業代が明示的に残業代としてつくということですか。 

○田村国務大臣 適用除外という話になれば、それは労働時間の適用除外になるわけでありますので、残業代と

いうような概念がないということで、そこは、我々は、成果を評価するという一つの考え方のもとに、これは総理

もおっしゃっておられますので、この議論をいたしておりますが、当然、ワーク・ライフ・バランスを考えたよう

な形での働き方の成果という設定を労使で設定するのであろうということでございます。 

 でありますから、過重な労働にならないというような分野においての成果を評価できる職種を中心に、そのよ

うなものがなされるのであろうというふうに認識いたしております。 

○山井委員 田村大臣ははぐらかしているんですよね。残業代という概念はなくなるということは、残業代がゼ

ロということになるわけじゃないですか。だから、残業代ということは明示的にもう入らなくなるわけですよね、

これは。だから残業代ゼロなんじゃないですか。そこを、残業代というものが明示的になくなるのに残業代ゼロ

ではないというのは、私は、はっきり言って国民からは理解をされないと思います。 

 それで、このことについては、中根議員、柚木議員も引き続き議論したいと思いますが、今回、私は、対象がど

れくらいなのかという議論をしてみたいと思います。 

 配付資料にありますように、ホワイトカラーと言われる方は三千万人、そして、そのうち正社員は一千九百万

人、まあ約二千万人としましょう。約二千万人の中で、赤石次長、幹部候補生あるいは管理職の一歩手前、幹部候

補生になり得る方は、このホワイトカラーの正社員のうち大体どれくらいだと思われますか。 

○赤石政府参考人 お答えしたいと思います。 

 民間議員からの提案につきまして言えば、せんだってもお答えしましたとおり、そういった方々の中で、職務

内容と達成目標が明確で一定の能力と経験を有する者、それから、極めて裁量度が高く自律的に働く人材、さら

に、各部門、業務においてイノベーティブな職務、職責を果たす中核・専門的人材、さらに、将来の経営・上級管



理職候補等の人材であるということが明確に述べられておりまして、そういったことから、長谷川主査の方から

は、一割にも満たないという一つの目安が提示されたということでございます。 

 しかしながら、具体的な数字などにつきましては、私どもとしてはまだ明確なものは持ってございません。 

○山井委員 赤石次長、その一割にも満たないという長谷川議員の発言ですが、母数は何ですか。ホワイトカラ

ーですか、全雇用労働者ですか、ホワイトカラーの正社員ですか。 

○赤石政府参考人 お答えいたします。 

 繰り返しになりますが、長谷川主査は極めて限定されているということを申し上げたかったということと理解

しておりまして、したがって、雇用者数全体なのか、あるいは従業員なのか、あるいはホワイトカラーの中での一

割なのか、そこの点については明確にしていないと理解してございます。 

○山井委員 本当に大ざっぱな話なんですが、逆にあえて限定的に捉えたとしても、雇用者全体でいったら五千

万人ですから、五千万人の一割に満たないというと五百万人以下というイメージだし、少なく見てホワイトカラ

ーの正社員、そのうちの一割に満たないといっても、二百万人以下とかそんなイメージになるんですね。 

 二百万人以下といってもこれはかなりの数ですが、赤石次長、前回も言いましたが、幹部候補やそういう限定

される方は一割に満たない、二百万人以下かもしれませんが、人生全部で考えたら、ホワイトカラーで正社員二

千万人の中で、その中で幹部候補生になる可能性がある方といったら、これは日本社会ではかなり多いんじゃな

いんですか。半分とか半分以上の可能性があるんじゃないですか。赤石次長、どう思われますか。限定されないで

すよ。 

○赤石政府参考人 お答えしたいと思います。 

 幹部候補のイメージにつきましては、民間議員のあの御提案は極めて限定的でございまして、主査それから私

ども日本再生事務局の受けとめ方としましても、少なくとも日本で働いている方の半分ぐらいの方が将来の経営・

上級管理職候補の人材であるというふうには考えてございません。 

○山井委員 ホワイトカラーの正社員の半分以上が管理職候補とは考えていないということは、逆に言えば、半

分以下、四割ぐらいの可能性というのはあるということですか。 

○赤石政府参考人 そういうことも含めまして、民間議員の方は、いずれにせよ、一割にも満たない程度の方が

対象になり得るのではないかというふうに答えたところだと理解しております。 

○山井委員 前回も聞きましたが、輪切りですれば一割に満たないかもしれませんが、人生を通じてだったら、

その方のホワイトカラーの人生三十年をとったら、その方々は大体何倍ぐらいになりますか、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えいたします。 

 一割の方が、三十年間、毎年一割ずつ来ますと三十割になるという単純な計算を主査は念頭に置いているもの

ではございませんで、一割の方が何年にも通じてその一割の中のままにいるということも想定して一割未満とい

うふうにおっしゃっていると私どもは理解をしておりまして、単純に、一割未満掛ける毎年毎年入ってくる人の

数を掛け算すると全体の数字が出てくるというのが主査の提案だというふうには理解してございません。 

○山井委員 いや、これは極めて限定が曖昧なんですよ。幹部候補生というと、今言ったように、二千万人のうち

一千万人とか、そういうことにもなりかねないわけですし、前回の答弁で赤石次長は、若者であっても女性であ

っても、幹部候補であったらこの制度の対象になり得るとおっしゃったんですね。 

 ですから、私たちが心配しているのは、配付資料の図もありますけれども、この図にあるように、何か一割ぐら

いのイメージで箱は書かれていますけれども、これがどんどん広がっていく可能性があるんですね。プロジェク

トリーダー、企画責任者、管理職の一歩手前、こういう限定でいけば、それは赤石次長がどうおっしゃろうが、可

能性としては、日本社会では、幹部候補と言われたら多くの人が、ホワイトカラーの人は幹部候補になり得るん

です。 

 そこで、赤石次長、その広がりを限定するには、私は一つしか方法はないと思いますよ。年収要件です。年収要

件ぐらいのクリアなことがなかったら、これはプロジェクトリーダーというふうに名前をつけたらいいんでしょ

う、企画責任者と名前をつけたらいいんでしょう。そうなってしまうじゃないですか。 

 前回、赤石次長は、年収要件を入れるかどうかまだわからない、決まっていないとおっしゃいましたが、年収要



件を入れるかどうか決まっていないということは、年収三百万円ぐらいの方や低所得者もこの対象に入ってしま

う可能性はまだ排除できないということですか、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えさせていただきます。 

 前回、主査の紙で、新しい労働時間制度の対象者イメージというのが出ておりますが、その中で、対象となる者

につきましては、能力、経験、実績などが高い、極めて限られた方ということが明示的に書かれておりまして、こ

れにつきまして年収三百万円以下の方が果たして対象になるかどうか、そういったことにつきましては今後議論

されていくことになる、そのように理解しております。 

○山井委員 非常に重要な答弁ですね。三百万円以下が入るかどうかは今後議論されていく。ということは、三

百万円以下の低所得者も入る可能性を排除されませんでした。 

 でも、これは国民的に理解されますか。三百万円以下、年収二百万円台の方々も残業代と休日、夜間手当をゼロ

にする、そんな制度を検討するというのは、本当に考え方がちょっとおかしいんじゃないですか、はっきり言い

まして。まあ、びっくりしました。 

 それでもう一つ、田村大臣は、問題提起で、課長は深夜手当がついています、ところが、この制度が導入された

ら課長代理は深夜手当がつかなくなる、逆転現象が起こるということを産業競争力会議の場で発言されました。 

 赤石次長、そういう現象は起こり得るんですか、逆転現象というのは。 

○赤石政府参考人 お答えいたします。 

 仮に、深夜手当をつけないという制度が導入された場合について、なおかつそれが、逆転というお言葉でござ

いますが、管理職よりも低い方であるということが、仮定の話ですからお答えしにくいと思いますが、そういっ

たものがあれば、逆転現象というのも全く排除できないものであるというふうには思っておりますが、そういう

制度をつくるかどうかも含めて今後検討していくことになると思います。 

○山井委員 皆さん、今の答弁を聞いてどう思われますか。課長より手前の課長代理に、今回の残業代ゼロ制度

になっちゃったら、課長は深夜手当が十時以降つくのに課長代理はつきません、そのことも含めて今検討してい

ますと。そんな制度はおかしいじゃないですか、常識的に考えて。何が成長戦略ですか。非常識ですよ。 

 三百万円以下の人にも残業代ゼロにするかもしれないとか、課長についている深夜手当を課長代理につけない

ようにするかもしれないとか、よくそんなことを成長戦略の目玉と言って検討されていますね。検討すること自

体が異常ですよ。おかしいです、こんな検討をしていること自体が。 

 田村大臣、今の、ホワイトカラーエグゼンプションで課長代理が深夜手当がつかなくなって、それで課長がつ

く、これはおかしいと思いませんか。 

○田村国務大臣 私は問題提起として申し上げましたが、どういう設定にされるかわかりませんけれども、設計

の仕方なんだと思います。それは、そこが適用除外にならないというような組み方もできないことはないという

ふうには思います。 

 ただ、我々が申し上げているのは、今、課長代理を中心におっしゃられておられますけれども、課長代理という

役職で要するに成果をはかれるというものではなくて、その成果をはかれる、つまり時間でははかれない、成果

でははかれる、こういうような御議論でございますので、時間ではかれず成果ではかれるというような職種はあ

るであろう。そういうものであって一定の交渉力が持てるだけの年収要件を備えておられる方々に関しては、適

用除外というものは検討に値しますよねという話をしておるわけでありまして、そこがどの幅なんだという議論

を今民間議員の方々とやらせていただいておるということであります。 

 三百万以下の方というお話もありましたが、赤石さんはああやって慎重な言い回しをされておられますけれど

も、我々が会議等々で聞かせていただいておるニュアンスでは、そういう方々は対象にならないというようなニ

ュアンスで民間議員の方々もおっしゃっておられるというふうに私は認識はいたしております。 

○山井委員 それはニュアンスじゃなくて、では、年収要件を入れるんですか。田村大臣、入るんですか、これ

は。年収要件が入らなかったら排除されないでしょう、その三百万円以下が入るかどうかは。年収要件、入れるん

ですか。 

○田村国務大臣 ですから、我々は、労働契約を結ぶ場合にやはり交渉力のあるということを前提にしておりま



すから、それをはかるとすれば、年収要件という形の中で、ある程度年収のある方々に関しては、みずからそれだ

け専門能力もあるわけでありますから、交渉力があるであろうということでそれを主張させていただいておるわ

けでありまして、それは今議論をさせていただいております。 

 先ほど私がニュアンスと言ったのは、民間議員の方々も、いろいろとマスメディアに流れておるような、余り

豊かでない、ワーキングプアと言われているような方々に対しては対象じゃないですよねということを、これは

常日ごろからおっしゃっておりますので、そういうことを受けて、ニュアンスとしてはそういうような方々は対

象にならないであろう、このように私は思っております。多分そうであろうというふうに思っております。 

○山井委員 でも、そのことを排除せず今検討していることは事実なわけでして、議事録にもそういうことは全

然残っていないわけです。 

 それで、赤石次長にお伺いしたいんですが、今後、田村大臣が出席する、このことを議論する産業競争力会議と

いうのは開かれる可能性があるんですか。それとも、もしかしたら、産業競争力会議、これは臨時議員ですから、

田村大臣は常任メンバーじゃないですから、田村大臣はもう出席することなく、六月末にこの残業代ゼロ制度の

成長戦略の案が決定してしまう可能性もあるんですか。どうですか、今後の会議の予定は。 

○赤石政府参考人 お答えさせていただきます。 

 今後の会議の予定につきましては現在まだ検討中でございますが、いずれにせよ、年央の成長戦略取りまとめ

に向けて何度かさらに開催されることとなります。そこにどのような大臣が御出席されるかどうかにつきまして

は、今後、政府部内で引き続き検討していくこととなる、そのように理解してございます。 

○山井委員 ひどい話ですね。これだけ労働者の人生、働き方、過労死にもつながりかねない問題を、労働者の代

表を入れないだけじゃなくて、今後、田村大臣の意見をもう一回聞くかどうかもわからない、もう聞かずにこの

まま決めてしまう可能性もある。何が成長戦略ですか。 

 先ほど赤石次長は、三百万円以下ということも、対象として、年収要件を入れるかどうかわからないわけで否

定されませんでしたが、前回、七年前、安倍一次政権で世論の反発を買って頓挫したときは九百万円以上だった

んですよ。それよりも今回は広がっている、広げた検討をしているということでよろしいですか、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えします。 

 総理も御答弁されていますとおり、前回ホワイトカラーエグゼンプションの提案がなされたものと今回の提案

は、趣旨も範囲も違うものでございまして、一概に比較はできない、そのように理解しております。 

○山井委員 これは新聞にもホワイトカラーエグゼンプションと明記されていますよ。 

 それで、今のことと違うということでありますけれども、やはり、本人の希望、選択と書いてあるけれども、幹

部候補なわけですから、幹部候補になってくれ、ついてはこういう対象になってくれと言われたときに、日本の

雇用環境で、経営者からそれを言われて、あるいは上司からそれを言われて断れますか。赤石次長、これは断れる

と考えているんですか。 

 私は、なかなかそんな簡単に断れないと思いますよ。本人の希望と言うけれども、本当は希望していないけれ

ども渋々受けざるを得ないというケースは絶対起こらないのか、そして、そのことを断ったときに、昇進などで

絶対に不利益をこうむらないということは担保するんですか、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えします。 

 本件につきましては、総理の御発言におきましても、希望しない人には適用しないということが明確に言われ

ておりまして、それから、長谷川主査のメモにつきましても、断った場合に処遇を悪くするようなことがあって

はならないということが明確にうたわれておりますので、そういった総理の指示あるいは主査の提案を踏まえて、

今後きちんと、希望しない人が不利なことにならないよう検討がなされていくもの、そのように理解しておりま

す。 

○山井委員 赤石次長、それをどうやって担保するんですか。具体的に、断ったときに不利益をこうむらないと

いうことをどう担保するのか。赤石次長、お答えください。 

○赤石政府参考人 断った人をどう不利益にならないようにするかということにつきましては、どのように担保

するかどうかも含めて今後検討していくこととなると思いますが、繰り返しになりますが、希望しない人は選択



しない。それから、主査の提案では、不利益があった場合、あるいは、みずからがこの制度から脱退したいと思う

場合には戻れる仕組みも導入すべきだということを提言しておりまして、いろいろなやり方で、不利益になるこ

とがないような仕掛けを今後検討していくことになると思います。 

○山井委員 希望しない人は導入しないということは、上司や経営者から、この制度どうですかとお誘いもしな

いということですね。自発的な労働者からの要望でしかやらないということでいいですか。経営者も上司もお誘

いはしないんですね、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えします。 

 お誘いという趣旨がちょっとよくわからないところでございますが、こういう制度が存在するということを示

さないわけにはいかないと思いますので、それが強制なのか、お誘いなのか、単なる提示なのか、あるいは、そう

いったものについてどういった歯どめをつけるのか、いずれにせよ、今後検討していくことになると思います。 

○山井委員 今この答弁を聞いても、本当に非現実的なんです。そんなことを打診されて、断れないですよ。転職

をそう簡単にできる社会では、今の日本ではそれほどないわけですから。 

 長時間残業にならない、あるいは賃金が下がらないと安倍総理は言っていますが、それもどうやって担保する

んですか、法律に明記するんですか、赤石次長。 

○赤石政府参考人 お答えします。 

 法律に書くかどうかは別といたしまして、主査の提言では、希望しない人は選択しないということでございま

すから、賃金がこれによって下がると思う人は希望しなければ選択しないことになりますし、万が一賃金が下が

りそうだということであれば、主査の提言によれば、そこから外れてもとに戻るということもできますので、い

ろいろな形で担保する仕掛けは考えられるというふうに思っております。 

○山井委員 本当に非現実的としか言いようがないと思います。 

 とにかく、今、長時間残業、サービス残業、過労死、そういうものをいかに減らそうかということを言っている

ときに、逆にこういう残業代ゼロ制度というものを導入しようとするのは、私はとんでもない話だと思います。 

 おまけに、悪質なのは、残業代がゼロになることは明らかなのに、残業代はゼロにならないゼロにならないと

か。長時間労働になったり賃金が下がるリスクはあるに決まっているじゃないですか。この委員会室の皆さん、

そう思われるでしょう。あるに決まっているじゃないですか、そのリスクは。ところが、それは誤解だと安倍総理

はおっしゃっている。私は、すごく問題が多いと思います。 

 こういうものを閣議決定されるんだったら、田村大臣、厚生労働大臣として、責任を持って、体を張って、席を

蹴って阻止をしてほしいということを申し上げて、質問を終わります。 

 ありがとうございました。 


